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：

： 令和 3 年 3 月

： 令和 2 年度 令和 11 年度

※複数の施設を有する事業にあっては、施設ごとの状況が分かるよう記載すること。

１．事業概要

（１）

湯梨浜町

国民宿舎事業

民 間 活 用 の 状 況

団 体 名

職 員 数

事　業　形　態

計 画 期 間

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

事 業 の 種 類

正職員　6人
会計年度任用職員　33人

別添１０－１

法適（一部適用）

休養宿泊施設

事 業 開 始 年 度

施 設 名

 ア　民間委託

 イ　指定管理者制度

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

未実施

未実施

未実施

～

国民宿舎　水明荘

湯梨浜町国民宿舎事業経営戦略

策 定 日

事 業 の 内 容

　昭和３２年に風光明媚な東郷湖畔に国民宿舎第１号として、勤労者休養施設を町営で開業。その
後増改修を重ね、平成１１年１２月のリニューアルオープンで現在の建物となっている。宿泊定員は
１４０名で宿泊施設として和室２２室・和洋室１室・洋室シングル１０室・洋室ツイン６室を備えている。
宴会・会議施設としては洋室大ホール1室・和室宴会場２室・会議室５室を備え、そのほかに温泉施
設として大浴場（男・女）・展望露天風呂（男・女）・家族風呂２室も備えている。県中央に立地する恵
まれた環境にあり、地域のコンベンションとして、多くの県内外のお客様にご利用をいただく。

事 業 名

昭和３２年度



（２） 料　金　形　態

（３） 現在の経営状況

２．将来の事業環境

（１） 宿泊客数（観光客数）の見通し

料 金 の 概 要 ・ 考 え 方

湯梨浜町営国民宿舎水明荘事業設置及び管理に関する条例（条例第190号）によるもの。
①宿泊室料　1人１万円以内。ただし、支配人の定める時期においては、シーズン料金として大人
2,000円以内、小学校児童1,000円以内で加算することができる。
②宴会・会議の客室利用料は大ホール１日3万5,000円以内、宴会場（大広間）１日3万円以内、会議
室１日1万6,000円以内、宴会場（中広間）1日1万5,000円以内、客室（和室）1日7,000円以内。ただし、
飲食を目的とした客室利用料については減額し、又は免除することができる。

　Ｒ１

　H２９ 61.4%

40,616人

105.1%

他 会 計 補 助 金 比 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

　Ｒ１ 0.2% 　H３０ 0.2%

有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

　Ｒ１ 63.5% 　H３０ 63.1%

　H２９ 0.1%

105.2%

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

平成16年10月1日

　H２９

　H２９

42,703人
年 間 利 用 状 況
※ 単 位 を 明 記 す る こ と
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

　Ｒ１

経 常 収 支 比 率
（ 又 は 収 益 的 収 支 比 率 ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

37,942人

99.4%

　H３０

　H３０

■宿泊客数については、直近の決算値及び鳥取県観光客数・はわい温泉・東郷温泉の宿泊客数の動向を踏まえ算出する。
■リアルエージェントへは、スポーツ合宿・教育旅行・宿泊ツアーの積極的な誘致活動をおこない、コロナ感染予防対策の徹底をアピールし、
新規獲得による宿泊客数の増加に努める。
■ネットエージェントへは、ネット予約の最大集客を図るため、宿泊プランのターゲットとなる年代・人物像の分析・設定をおこない、シーズン別・
目的別に沿ったプランの造成・提案により、ネット予約の需要回復と宿泊客数の増加に努める。

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】
利用状況における利用者数は年々減少傾向にあり、効果的な営業施策の見直しと対策が課題となっている。リアルエージェント・ネットエー
ジェントそれぞれに、多様化するニーズに応えるタイムリーな営業活動・情報発信を展開し、経営改善に取り組む。有形固定資産においては、
有形固定資産減価償却率が高く耐用年数を経過した施設・機器の老朽化が進行している。施設・機器の長寿命化を図りライフサイクルコスト
の低減に努める中、長期保全計画も策定され、計画実行に向けた修繕費用の確保が課題となる。経常収支比率においては、当面コロナ禍に
よる減収は避けられないものと予測され、感染予防対策を徹底しながら「安心して利用できる宿」として、営業施策の見直しを図り需要回復に
向けた営業活動を行っていく。また企業債残高収入比率においても、この減収による営業運転資金の調達により、企業債残高の増加が予測
され、償還財源の確保が課題となる。

　H２９ 46.1%
企業債残高対料金収入比率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

　Ｒ１ 15.1% 　H３０ 13.8%



（２）

（３）

（４）

町長 正職員数 会任職員数 構成比

２０代 ０人 ３人 7.69%

３０代 １人 ３人 10.26%

４０代 ３人 ３人 15.38%

※会任職員＝ 会計年度任用職員 ５０代 １人 ６人 17.95%

支配人 ６０代 １人 １８人 48.72%

正職員 計 ６人 ３３人 100.00%

経理 総務 予約 フロント 営業 応接 洗浄 調理 調理補助 清掃 営繕

統括（事務長） チーフ（正職員）

兼務２名 兼務２名 チーフ（会任職員) チーフ（会任職員) チーフ（会任職員) チーフ（会任職員) チーフ（会任職員) チーフ（調理長） チーフ（会任職員) チーフ（正職員) チーフ（会任職員)

会任職員1名 会任職員9名 会任職員2名 会任職員2名 会任職員2名 会任職員5名

兼務４名 兼務５名 兼務３名

警備

会任職員3名

■有形固定資産減価償却率が経年比較において増加傾向にあり、類似施設平均値より高い水準にある。耐用年数を経過した施設・機器の
老朽化が進行するなか、令和２年度に工事種別（建築修繕計画・電気設備修繕計画・機械設備修繕計画）による長期保全計画が策定される。
年度別の計画実行に向けた修繕費用の確保が課題となるなか、長期化するコロナ禍の影響による営業収益の減少により、令和２年度・３年
度の修繕費用の確保が困難となり、保全計画の初年度から２年間を先送りする。
■コロナ禍による宿泊業・飲食業を取り巻く厳しい経営環境のなかで、令和２年度に新型コロナ感染症対応地方創生交付金事業の活用によ
り、感染予防対策としてアウトバスが基本の宿泊客室に温泉シャワー室を設置し、「安心して利用できる宿」としての改修工事を行う。令和３年
度以降、コロナ感染予防対策徹底のアピールにより、「安心して利用できる宿」として収益の確保と増加に努め、長期保全計画の実行へ向け
た課題である修繕費用の確保を、他会計からの長期借入金による資金調達と損益勘定留保資金で補い、施設・機器の維持・保全に努める。

■営業収益　宿泊・休憩・売店収入等については、直近の決算値及び旅行形態の変化・鳥取県内の観光客数の動向等を踏まえ算出する。
■国民宿舎事業は利用者からの宿泊・休憩料金を主な財源として、町の会計から独立した事業経営を行っている。
■令和２年３月からの長期化するコロナ禍の影響により、営業収益が大きく減収する。ワクチンの接種による収束及び経営環境の安定を令和
４年度からと見込み、平成３０年度を基準とした微増の営業収益を試算する。
■「安心して利用できる宿」として、コロナ感染予防対策の徹底をアピールし、スポーツ合宿・教育旅行・宿泊ツアー等の誘致活動の促進によ
り、営業収益の確保に努める。

料金収入の見通し

施設の見通し

（国民宿舎対策担当課）

産業振興課

＜組織体制＞

総務部

事務長（会任職員）

調理部

調理長（会任職員） マネージャー兼務

業務部事業部

マネージャー（正職員）

統括チーフ（正職員）業務部兼務

■作業人員の確保において、６０代が約５０％を占める年齢構成となっている。定着率は高年齢層になるほど高く、若年齢層になるほど低い
現状である。会計年度任用職員の定年は廃止され、作業熟練度の高い人材をいつまでも確保できるなか、６５歳を一区切りとした人材の若返
り・活性化が必要とされる。特に調理部門・清掃部門・営繕部門の高齢化が顕著な状況となっており、今後の採用計画においても若返りを視
野に入れた採用と人材の確保が課題となる。
■定員数については、宿泊業・飲食業を取り巻く経営環境の変化に適格に対応し、人員の効率的配置と人材確保・活性化を検討していく。

組織の見通し

運営委員会

＜職員数・年齢構成＞

統括チーフ（正職員） 統括（調理長） 統括チーフ（正職員）兼務



３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　
■職員給与費に関する事項　　直近の決算値をもとに国民宿舎事業会計の支弁職員６名体制で算出。
■修繕費に関する事項　　　　　直近の決算値をもとに計画期間中の修繕費を算出。
■材料費に関する事項　　　　　直近の決算値をもとに基本原価率を設定し、計画期間中の材料費を算出。
■その他に関する事項　　　　　直近の決算値をもとに計画期間中のその他経費を算出。

目 標

■長期保全計画による施設・設備の修繕・更新着手時期として、修繕費用確保の観点から長期化するコロナ
禍の影響による経済環境の変化を適格に判断し、安定または収束時期からの着手が妥当と考えられる。現
状においては令和４年度からの長期保全計画の着手を目標として設定する。
■長期保全計画の修繕・更新先送り期間中においては、施設・設備・機器の長寿命化を図り、経過により適
宜修繕対応するものとして設定する。

■国民に健全な休養宿泊施設を提供し、もってその保健衛生の向上と湯梨浜町観光事業の振興に寄与することを目的として町に国民宿舎水
明荘事業を設置する。
■水明荘事業は、国民保養温泉地の趣旨にそい温泉の大衆化と健全な休養宿泊施設としての役務を提供するため、能率的かつ経済的な運
用を行う。
■安心、安全で、常にお客様の立場になり、愛着そして心に残る施設づくりを進める。
①職務でのスキルアップ強化と積極性への意識改革
②高く安定した顧客満足度評価の運営体制を目指す
③お客様のニーズに合せた企画・誘致営業の強化

目 標
■長期保全計画に必要な施設・設備更新に係る費用の財源確保及び事業運営に係る運営資金の確保。
■補助及び起債等の財源の活用と将来の事業経営状況を見据えながらの適正な料金設定の検討。

長期保全計画
■建築修繕計画　本館・旧館の施設別と屋根・外壁・内部の場所別に分類し、設備毎に修繕・更新の周期（１０年～３０年）と着手年度・概算工
事費を設定。
■電気設備修繕計画　設備別に分類し、設備毎に修繕・更新の周期（２０年～３０年）と着手年度・概算工事費を設定。
■機械設備修繕計画　設備・機器別に分類し設備・機器毎に更新の周期（１０年～４０年）と着手年度・概算工事費を設定。

■資本的支出は、令和４年度以降15,213千円/年～55,171千円/年で推移するため、資本的支出の財源は、自己財源（減価償却費）と収入を
基本とし、長期保全計画実施に伴い不足する金額については、８年間で131,000千円の他会計長期借入金を予定。
■繰入金については、基準内繰入を基本とし、必要な財源の確保に努める。
■経営環境の変化に対応した、宿泊・宴会利用料金の適正な料金設定を適宜検討する。



①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

民 間 活 用 具体的な検討なし

繰 入 金 基準内繰入を基本とする。

資 産 の 有 効 活 用 等 に よ る
収 入 増 加 の 取 組 該当なし

そ の 他 の 取 組 長期保全計画の修繕・更新に係る費用の、有効な補助及び起債等による財源確保の活用。

投 資 の 適 正 化
長期保全計画に沿った施設・設備・機器の修繕・更新等、投資の適正化につながる取り組みを随時
検討。

委 託 料 採算性及び費用対効果の検証による委託業務の見直しを随時行い、コスト削減に努める。

管 理 運 営 費
電力自由化に伴う事業者の見直し及び設備・機器の保守・維持管理費の見直し等、コスト削減に向
けた積極的な取り組みを随時検討する。

職 員 給 与 費
計画期間中は現行の人員体制をもとに国民宿舎事業の運営を行う見込であるが、経営環境の変化
に合わせた人員配置を適宜検討する。

そ の 他 の 取 組 具体的な検討なし

企 業 債 保全投資の財源不足に対応する企業債の適正な活用による、事業経営の水準維持。

そ の 他 の 取 組 具体的な検討なし

料 金 経営環境の変化に合わせた基本料金の見直し検討を行う。

稼 働 率 ・ 利 用 者 数
効果的な営業施策の見直しとタイムリーな営業活動・情報発信により、稼働率・利用者数の減少傾
向に歯止めをかけ、利用促進を図る。

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　また、 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組
の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要



５．公営企業として実施する必要性など

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

事 業 の 意 義 、提 供 す る
サービス自体の必要性

国民宿舎水明荘事業は、湯梨浜町観光事業の振興にとって重要な役割を担っており、一定の意義
が認められる必要性の高いサービスである。

公営企業として実施する
必 要 性

湯梨浜町営国民宿舎水明荘事業設置及び管理に関する条例（条例第１９０号）による。

経営戦略の事後検証、
改 定 等 に 関 す る 事 項

■毎年度の決算期において進捗状況のモニタリングを行う。
■投資・財政計画のローリング期間を5年間とする。
ただし経営環境の変化等、計画策定当時に予期し得ない状況が生じた際は、さらに短い期間の見直
しを行う。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ （単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 261,246 244,974 67,683 194,091 274,833 275,101 277,782 278,052 278,324 278,595 278,866 279,138
(1) 235,104 221,614 61,761 175,583 248,614 248,856 251,281 251,526 251,772 252,017 252,262 252,508
(2) (B)
(3) 26,142 23,360 5,922 18,508 26,219 26,245 26,500 26,526 26,552 26,578 26,604 26,630

２． 973 1,169 12,425 7,208 967 967 967 967 967 967 967 967
(1) 387 419 1,923 582 582 582 582 582 582 582 582 582

387 419 1,923 582 582 582 582 582 582 582 582 582

(2)
(3) 586 750 10,502 6,626 385 385 385 385 385 385 385 385

(C) 262,219 246,143 80,108 201,299 275,800 276,068 278,749 279,019 279,291 279,562 279,833 280,105
１． 248,204 246,966 189,606 236,073 258,178 258,829 260,264 260,545 261,330 261,291 261,007 260,973
(1) 97,286 94,210 94,650 106,550 97,953 98,453 98,953 99,453 99,953 100,453 100,953 101,453

11,621 15,209 16,411 16,625 16,839 17,053 17,267 17,481 17,695 17,909 18,123 18,337

85,665 79,001 78,239 89,925 81,114 81,400 81,686 81,972 82,258 82,544 82,830 83,116
(2) 124,131 126,169 66,963 105,064 130,948 131,077 132,370 132,501 132,632 132,763 132,894 133,025

25,751 27,716 18,427 20,807 27,050 27,077 27,348 27,375 27,403 27,430 27,457 27,485
2,024 1,412 2,121 1,866 1,500 1,502 1,517 1,518 1,520 1,521 1,523 1,524

65,146 63,400 18,342 49,715 68,516 68,583 69,251 69,318 69,386 69,454 69,521 69,589
31,210 33,641 28,073 32,676 33,882 33,916 34,255 34,289 34,324 34,358 34,392 34,427

(3) 26,787 26,587 27,993 24,459 29,277 29,299 28,940 28,591 28,745 28,075 27,160 26,495
２． 1,331 648 659 876 1,033 923 823 1,173 1,172 1,085 1,067 1,065
(1) 1,329 645 644 827 827 798 769 729 691 567 513 474

(2) 2 3 15 49 206 125 54 444 481 518 554 591
(D) 249,535 247,614 190,265 236,949 259,211 259,752 261,087 261,718 262,502 262,376 262,074 262,038
(E) 12,684 △ 1,471 △ 110,157 △ 35,650 16,589 16,316 17,662 17,302 16,788 17,186 17,759 18,067
(F)
(G)
(H)

12,684 △ 1,471 △ 110,157 △ 35,650 16,589 16,316 17,662 17,302 16,788 17,186 17,759 18,067
(I)
(J) 33,307 16,254 13,631 41,513 41,098 40,687 40,280 39,877 39,478 39,084 38,693 38,306

8,617 5,214 4,884 5,004 5,162 5,110 5,059 5,009 4,958 4,909 4,860 4,811
(K) 56,343 12,288 6,882 6,882 9,343 14,310 14,167 14,025 13,885 13,746 13,608 13,472

34,480 2,530 5,060 5,060 5,060 5,060 5,060 5,060 2,510

16,789 9,068 4,315 4,315 8,977 8,888 8,799 8,711 8,624 8,537 8,452 8,367
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 261,246 244,974 67,683 194,091 274,833 275,101 277,782 278,052 278,324 278,595 278,866 279,138

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22 条により 算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により 算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

収

益

的

収

入

特 別 損 失

材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

支 払 利 息
う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

収

益

的

収

支

そ の 他
支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)
特 別 利 益

収

益

的

支

出

営 業 費 用

動 力 費
修 繕 費

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

収 入 計
そ の 他

職 員 給 与 費
基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費

令和３年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 収 益



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 35,400 72,900 40,000

２． 23,760

３．

４．

５． 40,000 6,000 14,000 18,000 18,000 14,000 23,000 25,000 13,000

６．

７．

８．

９．

(A) 40,000 35,400 96,660 40,000 6,000 14,000 18,000 18,000 14,000 23,000 25,000 13,000

(B)

(C) 40,000 35,400 96,660 40,000 6,000 14,000 18,000 18,000 14,000 23,000 25,000 13,000

１． 35,424 21,263 6,046 14,004 18,447 18,767 14,781 23,817 25,028 13,380

２． 84,467 34,479 804 4,143 6,676 10,778 10,795 10,811 10,827 10,844 8,310

３． 5,024 20,080 10,152 10,724 17,943 20,527 18,113 26,311

４．

５． 103,760 40,000

(D) 84,467 69,903 125,023 40,804 15,213 40,760 39,377 40,286 43,535 55,171 53,985 48,001

(E) 44,467 34,503 28,363 804 9,213 26,760 21,377 22,286 29,535 32,171 28,985 35,001

１． 44,467 34,503

２．

３．

４． 28,363 804 9,213 26,760 21,377 22,286 29,535 32,171 28,985 35,001

(F) 44,467 34,503 28,363 804 9,213 26,760 21,377 22,286 29,535 32,171 28,985 35,001

(G) 254,000 254,000 254,000 254,000 248,976 228,896 218,744 208,020 190,077 169,550 151,437 125,126

(H) 34,480 35,400 108,300 147,496 143,353 136,678 125,900 115,105 104,294 93,467 82,623 74,313

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

388 419 579 579 559 559 439 379 259 259 139 139

388 419 579 579 559 559 439 379 259 259 139 139

388 419 579 579 559 559 439 379 259 259 139 139

令和１１年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度令和３年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和１０年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

うち 資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

資

本

的

収

入

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

令和８年度 令和９年度

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

令和１０年度 令和１１年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度



グラフ凡例
当該施設値（当該値）

類似施設平均値（平均値）

平成30年度全国平均

経営比較分析表（平成30年度決算）
鳥取県湯梨浜町　国民宿舎　水明荘

業務名 業種名 事業名 類似施設区分 管理者の情報 客単価(円) 指定管理者制度の導入 インターネットによる予約割合(％)

導入なし 33.0 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 建物延面積(㎡) 宿泊定員数(人) バリアフリー法の基準適合性 トイレ洋式化率(％) Wi-Fi設置

法適用 観光施設事業 休養宿泊施設 Ａ２Ｂ２ 非設置 11,229

－

0.0 63.3 1,614 149 有 22.1 有 【】

分析欄

1.収益等の状況 3.利用の状況 1. 収益等の状況について
①経常収支比率は前年並みにて、平均値を下回るが
高い水準にあるのは、一般会計から長期借入金の継
続実施によるもの。
②③の他会計補助金は、一般会計からの職員に係る
児童手当相当繰入分のみ。
④定員稼働率は、７月西日本豪雨災害、10月2週連
続の週末大型台風の影響により観光客が減少、前年
度を下回る。
⑤売上高人件費率は、前年比較微増の人件費に対し
て、売上高の減少により人件費率が上昇する。
⑥売上高GOP比率は微減傾向にあるが、類似施設平
均値よりは高い水準にある。
⑦EBITDAは類似施設平均値より高い水準にあるが、
経年での比較をした場合、減少傾向にある。

H26 H27 H28 H29 H30 H27 H28 H29 H30H29 H30 H26

当該値 100.5 99.1 108.4 105.2 105.1

H26 H27 H28

2. 資産等の状況について
平均値 104.8 90.5 107.8 104.6 107.1 平均値 4.1 4.4

当該値 32 25 24 25 33当該値 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2

787 1,012 有形固定資産減価償却率も高く、耐用年数を経過し
た施設・機器の老朽化が進行している。施設・機器
の長寿命化を図り、ライフサイクルコストの低減に
努めるが、起債の償還完了を31年度にひかえ、老朽
化による設備更新に備えた、施設整備・更新計画の
策定に取り組む。

3. 利用の状況について
公営企業の宿泊者動向数は、近隣市町村の増加傾向
と相反する減少傾向になっており、営業施策の見直
しと対策が急務となっている。ネットエージェン
ト・リアルエージェントそれぞれへ、多様化する
ニーズに応えるべく営業活動を展開し、経営改善に
取り組む。

H28 H29 H30 H26 H30

40,797

平均値 20,854 26,933 38,041 23,315 22,240

H27 H28 H29

当該値 58,356 51,723 52,760 43,74715.9

9005.0 4.5 5.8 平均値 825 830

37.2 当該値 19.4 17.8 18.5

H26 H27 H28 H29 H30 H26

当該値 24.4 23.7 23.2 22.3 21.4 当該値 33.9 15.2

H30 H26 H27

平均値 21.2 21.2 20.8 18.1 12.0 11.5 8.0 4.6

H27 H28 H29

35.1 36.2 35.9

平均値 25.3 23.9 25.3 23.4 23.8 平均値 7.7 △253.7

2.資産等の状況

⑨施設の資産価値(千円)
全体総括
経営診断士策定の経営改善計画の実施により、継続
的に経営改善に努めるが、営業施策の見直しが急務
となっている。施設の必要性と公営企業としての運
営適否の検討も、今後の継続的課題とする。

809,811

⑩設備投資見込額(千円)

H26 H27 H28 H29 H30 H26 H27 H28 H29 H30H30

20,000
58.0 59.8 61.4 63.1

62.8 67.1 69.5

H26 H27 H28 H29

当該値 0.0 1.0 0.0 46.1

68.691.6 88.1 73.8 106.9 平均値 46.6

13.8

平均値 53.5 53.8 54.8 54.6 56.0 平均値 86.2

0.0 0.0 当該値 131.5 105.4 76.9当該値 55.0

0
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③宿泊者一人当たりの他会計補助金額(円)
【953】

0

1

2

3

4

5

6

7

②他会計補助金比率(％)
【8.7】
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⑬施設と周辺地域の宿泊客数動向



グラフ凡例
当該施設値（当該値）

類似施設平均値（平均値）

令和元年度全国平均

経営比較分析表（令和元年度決算）
鳥取県湯梨浜町　国民宿舎　水明荘

業務名 業種名 事業名 類似施設区分 管理者の情報 客単価(円) 指定管理者制度の導入 インターネットによる予約割合(％)

導入なし 32.0 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 建物延面積(㎡) 宿泊定員数(人) バリアフリー法の基準適合性 トイレ洋式化率(％) Wi-Fi設置

法適用 観光施設事業 休養宿泊施設 Ａ２Ｂ１ 非設置 12,246

－

0.0 63.9 1,614 149 有 22.1 有 【】

分析欄

1.収益等の状況 3.利用の状況 1. 収益等の状況について
①経常収支比率は経常収益の減少にて、平均値を下
回り単年度の赤字となる。
②③の他会計補助金は、一般会計からの職員に係る
児童手当、防災用公衆WiFi使用料相当繰入分のみ。
④定員稼働率は、3月の新型コロナウィルス感染症
拡大による自粛の影響を受け宿泊客が減少、３月単
月の急激な落込みにより前年度を下回る。
⑤売上高人件費率は、前年比較3，000千円減額の人
件費に対して、売上高の減少により人件費率が上昇
する。
⑥売上高GOP比率は減少傾向にあり、売上高の減少
から類似施設平均値を下回る。
⑦EBITDAは類似施設平均値とほぼ同等となり、経年
比較は減少傾向にある。

H27 H28 H29 H30 R01 H28 H29 H30 R01H30 R01 H27

当該値 99.1 108.4 105.2 105.1 99.4

H27 H28 H29

2. 資産等の状況について
平均値 90.5 107.8 104.6 107.1 124.4 平均値 4.4 5.0

当該値 25 24 25 33 37当該値 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2

1,012 2,507 有形固定資産減価償却率も高く、耐用年数を経過し
た施設・機器の老朽化が進行している。施設・機器
の長寿命化を図り、ライフサイクルコストの低減に
努める中、老朽化による設備更新の長期保全計画も
策定されたが、計画実行に向けた修繕費用の確保が
課題となる。

3. 利用の状況について
公営企業の宿泊者動向数は、近隣市町村の減少傾向
と相反する増加傾向になっているが、宿泊者数は
年々減少傾向にあり、効果的な営業施策の見直しと
対策が課題となっている。リアルトエージェント・
ネットエージェントそれぞれへ、多様化するニーズ
に応えるべくタイムリーな営業活動・情報発信を展
開し、経営改善に取り組む。

H29 H30 R01 H27 R01

25,669

平均値 26,933 38,041 23,315 22,240 25,465

H28 H29 H30

当該値 51,723 52,760 43,747 40,79715.2

7874.5 5.8 40.2 平均値 830 900

38.5 当該値 17.8 18.5 15.9

H27 H28 H29 H30 R01 H27

当該値 23.7 23.2 22.3 21.4 21.0 当該値 35.1 10.0

R01 H27 H28

平均値 21.2 20.8 18.1 17.1 24.9 8.0 17.0 16.9

H28 H29 H30

36.2 35.9 37.2

平均値 23.9 25.3 23.4 23.8 22.4 平均値 △253.7 11.5

2.資産等の状況

⑨施設の資産価値(千円)
全体総括
 

816,545

⑩設備投資見込額(千円)

H27 H28 H29 H30 R01 H27 H28 H29 H30 R01R01

20,000
59.8 61.4 63.1 63.5

67.1 69.5 68.6

H27 H28 H29 H30

当該値 1.0 0.0 0.0 13.8
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⑬施設と周辺地域の宿泊客数動向


